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 新・生物多様性国家戦略の実施状況の点検結果(第1回)概要 
 
 新･生物多様性国家戦略の実施状況について、毎年、関係省庁が自主的な点検を行うこととし

ています。 
 今回の点検は、新･生物多様性国家戦略が策定された平成14年3月27日からこれまでの施
策を対象に点検したものです。 
 
 生物多様性の危機への対応 
 
 

第３の危機 
(移入種等による生
態系の撹乱) 

第２の危機 
(里地里山等環境の
質の変化) 

第1の危機 
(人間活動による生
態系の破壊等) 

【今後の課題】 
生物多様性の現状

平成15年度は「自然再生元年」 

施策の基本的方向に関す

【保全の強化】
・ 自然公園法の改正(生物
全の視点を取り入れ) 
・ 国設鳥獣保護区の指定（
・ 国内希少野生動植物の
増） 
・ 鳥獣保護法の改正 
・ 移入種対策に必要な法
討   
地域の市民やＮＰＯ等の参画への枠組みづくり 【今後の課題】 

対応 
を把握する調査の

一層の連携 

・自然再生推進法が成立（H14.12.4）、施行(H15.1.1) 
・ 具体的な数値目標の設定による推進(H19年度までに回復 
 可能な湿地や干潟の約3割再生) 
・生物多様性の現状について把握する調査の進展 
・自然公園法改正による風景地保護協定制度の創設 
・緑地保全地区の指定箇所の増加 

里地里山地域にお

ける維持管理のた

めの枠組みの構築 

移入種対策への本格的着手 【今後の課題】 
各政策の有機的連

対応 
・移入種対策に必要な法制度の検討の開始 
・ 「家庭動物等の飼養及び保管に関する基準」の策定 
生態系への化学物質の影響のおそれの回避 
・化学物質審査規定法改正 
・農薬取締法の登録保留基準改正 

携と効果

の実施 

対応 

る点検結果 

【自然再生】 
・自然再生推進法の成立・施行 
 自然再生基本方針の決定 
・ 各省による自然再生事業の実施等 
（釧路湿原、くぬぎ山、渡良瀬遊水
池、松浦川、荒川、木曽三川、標津
川等） 

【持続可能な利用

・ミティゲーション手法の向

の技術検討実施 
・農業農村整備事業におけ

慮の実施 
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新･生物多様性国家戦略の実施状況の点検結果について(第 1回) 

主要テーマ別の取り扱い方針に関する点検結果 
 
（１） 重要地域の保全と生態的ネットワークの形成 
 (重要地域の保全) 
・ 自然公園法改正により、生物多様性の確保を国等の責務として位置付け。 
・ 自然公園の区域見直し(1,111ha 増)、国設鳥獣保護区の新規指定(2 箇所)、保護林の新規設
定(3箇所)。 
(生態的ネットワーク) 
・ ｢緑の回廊｣の新規設定(4箇所)。 
・ 都市における水と緑のネットワークの形成の推進に着手。 
 
（２） 里地里山の保全と持続可能な利用 
 ・自然公園法改正による風景地保護協定制度の創設 
 ・森林整備地域活動支援交付金制度の開始 
・ 各地の棚田など 180箇所を文化的景観の重要地域として選定 
・生態系等の環境に配慮した農業農村整備事業の実施 
 
（３） 湿原・干潟等湿地の保全 
・ 湿地等の自然再生事業の実施等 （釧路湿原、渡良瀬遊水池、松浦川、荒川、木曽三川、標

津川、三河湾、尾道糸崎港等） 
・ 浅海域生態系調査の開始、河川環境整備事業調査費の新規予算化 
 
（４） 自然の再生・修復 
 ・自然再生推進法の成立・施行、自然再生基本方針の決定 
 ・各省による自然再生事業の実施等 
 （釧路湿原、くぬぎ山、渡良瀬遊水池、松浦川、荒川、木曽三川、標津川、三河湾、尾道糸崎港

等） 
 
（５） 野生生物の保護管理 
・ レッドデータブックの改訂･公表 
・ 国内希少野生動植物の新規指定(5種) 
・ 移入種対策として、マングース等の駆除の実施及び必要な法制度の整備を目指した検討 
 
（６） 自然環境データの整備 
・ 「モニタリングサイト１０００」の着手 
・ 生物多様性情報システムや河川環境データベース等、インターネットによる情報の提供 
 
（７） 効果的保全のための様々な手法の活用と環境アセスメントの充実 
・ 自然環境保全基礎調査によるデータ整備、ミティゲーション手法向上のための技術検討 
・ 上位計画での環境配慮のあり方の検討 
 
（８） 国際的取組 
・ ヨハネスブルク･サミットにおいて、アジア森林パートナーシップを発足、また、生物多様性に

関するパートナーシッププログラムとして｢重要生態系(ホット･スポット)の保全｣及び｢東アジア
～オーストラリア地域における渡り鳥生息地の保全｣を登録 
・ 中国、南アフリカ及びナミビアの重要生態系を対象とする事業への助成を開始 
・ ラムサール条約登録湿地の新規登録（２箇所） 


